
九州地区所有者不明土地連携協議会

令和元年度 福岡地区講習会

九州地方整備局

令和元年１２月６日



【本日の講習内容】
１３：２０～１３：４５

・ ガイダンス

所有者不明土地法および協議会の概要等

九州地方整備局
１３：５０～１５：２０

・ 土地所有者等の探索について

福岡県司法書士会
１５：３０～１６：３０

・ 法務局における所有者不明土地問題の解消に向けた取組

福岡法務局
１６：３０～１７：００

・ アンケート ※ご協力をお願いします。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

所有者不明土地の権利者探索等に関する
ニーズ調査について
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230 865 947
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よく知っている 概ね知っている 知らない

所有者不明土地の権利者探索等に係るニーズ調査の結果

２

集計速報第１部 所有者不明土地連携協議会の活動等について

問１ 所有者不明土地連携協議会の認識度について

（うち、用地部局以外の部局の回答）

76 376 577

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よく知っている 概ね知っている 知らない

問２ 協議会から提供を受けたい情報やノウハウについて（自由記入）

 土地所有者が不在者であるなど所在が確認できなかった場合の土地の取得方法
 土地所有者の探索に関するノウハウ（具体的な探索方法）

 全国の地域福利増進事業の実施事例、財産管理制度の特例の概要及び活用事例について
 特定登記未了土地の相続登記等に関する不動産登記法の特例について
 県知事の収用裁定事例 について

問３ 国土交通省職員の派遣の検討

21 627 1311

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

予定、検討しているしている 検討してみたい 検討していない

 政令市を除く市町村で
は、協議会の認識は
53.6％。

 （政令市を除く）市町村
の用地部局以外の部局
での協議会の認識度は、
43.9％。

 今後、所有者不明法担
当部局へのさらなるPR
が必要と考える。

ｎ＝2,042

ｎ＝1,959

 多くの自治体から有効
な回答は得られなかっ
たものの、土地所有者
等の探索に関するノウ
ハウの提供や所有者不
明土地法の制度に関す
る意見が多くを占めた。

 法41条の職員派遣を検
討している自治体は、21
あり。(政令市を除く）

 職員派遣までは要しな
いが、相談したい案件
がある自治体は、102あ
り。

ｎ＝1,029



所有者不明土地の権利者探索等に係るニーズ調査の結果
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集計速報第２部 講習会へのニーズについて

問１ 講習会で受けたいと思う講義メニューについて ＜用地業務＞
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土地所有者等の探索

事業認定、収用事務

業務委託、業務発注

用地交渉等

土地の評価（使用料）の算定

不動登記

物件補償

補償基準

その他

第１希望 第２希望

問２ 講習会で受けたいと思う講義メニューについて ＜所有者不明土地法＞
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地福事業等の先進事例

所有者不明土地対策について

長期相続登記等未了土地の解消について

相続登記促進のための諸制度

空き地等の活用事例

その他

第１希望 第２希望
 第1希望では、

長期相続登記
等未了土地へ
の解消方策に
関することが
30.6%と最も高
く、次いで所有
者不明土地問
題への対策方
策への関心が
高い。

第１希望 ｎ＝1,744
第２希望 ｎ＝1,598

 第１希望は、土
地所有者等の
探索に関する
ことが49.0％と
最も多く、次い
で事業認定等
に関する内容
が15.1％。

 第２希望は、事
業認定、土地
収用に関する
内容が24%と最
も多い。

 不動産登記に
関するニーズ
も多い。

第１希望 ｎ＝1,915
第２希望 ｎ＝1,779

３



【ガイダンス】

○ 所有者不明土地法の概要について

○ 協議会の概要について

・ 令和元年度上半期活動報告

○ 国土交通省職員の派遣について
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【目標・効果】 ○ 所有者不明土地の収用手続に要する期間（収用手続への移行から取得まで） ： 約1/3短縮（約31→21ヵ月）
○ 地域福利増進事業における利用権の設定数： 施行後10年間で累計100件

所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法

所有者の探索において、原則として登記簿、住民票、戸籍など客観性の高い公的書類を調査することとするなど（※）合理化を実施。

平成28年度地籍調査における所有者不明土地
背景・必要性

法律の概要
１．所有者不明土地を円滑に利用する仕組み

２．所有者の探索を合理化する仕組み

① 土地等権利者関連情報の利用及び提供

○ 土地の所有者の探索のために必要な公的情報（固定資産課税台帳、
地籍調査票等）について、行政機関が利用できる制度を創設

○ 人口減少・高齢化の進展に伴う土地利用ニーズの低下や地方から
都市等への人口移動を背景とした土地の所有意識の希薄化等によ
り、所有者不明土地（※）が全国的に増加している。

○ 今後、相続機会が増加する中で、所有者不明土地も増加の一途を
たどることが見込まれる。

○ 公共事業の推進等の様々な場面において、所有者の特定等のた
め多大なコストを要し、円滑な事業実施への大きな支障となっている。

経済財政運営と改革の基本方針2017 （平成29年６月９日閣議決定）（抜粋）
・所有者を特定することが困難な土地に関して、地域の実情に応じた適切な利用や管理が図られるよう、･･･公的機関の関与により地域ニーズに対応した幅広い
公共的目的のための利用を可能とする新たな仕組みの構築、･･･等について、･･･必要となる法案の次期通常国会への提出を目指す。

① 公共事業における収用手続の合理化・円滑化 （所有権の取得）
○ 国、都道府県知事が事業認定（※）した事業について、収用委員会に代わり都道府県知事が裁定

（審理手続を省略、権利取得裁決・明渡裁決を一本化）

ポケットパーク（公園） 直売所（購買施設）
（出典）杉並区 （出典）農研機構 広島県

② 長期相続登記等未了土地に係る不動産登記法の特例

○ 長期間、相続登記等がされていない土地について、登記官が、長期相続登記等
未了土地である旨等を登記簿に記録すること等ができる制度を創設

財産管理制度に係る民法の特例

○ 所有者不明土地の適切な管理のために特に必要がある場合に、地方公共団体の長等が家庭裁判所に対し財産管理人の選任等を請求可能にする制度を創設
（※民法は、利害関係人又は検察官にのみ財産管理人の選任請求を認めている）

・不動産登記簿上で所有者の所在
が確認できない⼟地の割合（所
有者不明⼟地の外縁）

・探索の結果、最終的に所有者の
所在が不明な⼟地（最狭義の所
有者不明⼟地）

︓ 約 20％

︓ 0.41％

３．所有者不明土地を適切に管理する仕組み

地域福利増進事業のイメージ

（※）マニュアル作成等により、認定を円滑化

（※）照会の範囲は親族等に限定

（※）不動産登記簿等の公簿情報等により調査してもなお所有者が判明しない、
又は判明しても連絡がつかない土地

② 地域福利増進事業の創設 （利用権の設定）
○ 都道府県知事が公益性等を確認、一定期間の公告
○ 市区町村長の意見を聴いた上で、都道府県知事が利用権（上限10年間）を設定
（所有者が現れ明渡しを求めた場合は期間終了後に原状回復、異議がない場合は延長可能）

反対する権利者がおらず、建築物（簡易な構造で小規模なものを除く。）がなく現に利用されていない所有者不明土地について、以下の仕組みを構築。
【平成31年６月１日施行】

【平成30年11月15日施行 】

【平成30年11月15日施行 】

（平成30年６月６日成立、６月13日公布、平成30年法律第49号）
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所有者不明土地法の円滑な運用に向けた地域支援(モデル調査)

○ 平成30年6月に成立した「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」の円滑な運用のため、地域福利増進事業等に係るモデル的
な取組について、事業を実施したいと考える者による所有者の探索、事業計画の策定、関係者との調整、専門家の派遣等に要する経費を支援

○ 支援した事例を通じて、事業化のノウハウ、関係者の役割分担等についての取組の成果を国で分析・整理し、他地域への普及・横展開を促進

調査地域 応募主体 調 査 概 要

千県
八千代市

自治会
• 土地区画整理事業により換地された土地の一部に所有者不明土地があり、管理不全の状態。
• 地区内には自治会所有の集会所がないことから、当該所有者不明土地を活用した地域福利増進事業による集

会所（公民館に類似する施設）の整備・適正管理を検討。

新潟県
南蒲原郡
田上町

一般社団法人
（福祉関係）

• 竹が繁茂するなど、管理不全の状態となっている所有者不明土地について、竹林を活かした地域住民の交流の
場・福祉団体の活動の場等としての活用に向け、地域福利増進事業による公園や広場等の整備・適正管理を検
討。

長野県
上田市

一般社団法人
（まちづくり関係）

• 市内の里山集落内に点在する所有者不明土地が管理不全の状態で、観光地における景観上の阻害要因等に
なっていることから、地域福利増進事業による公園や広場等の整備・適正管理を検討。

兵庫県
川西市

個人
（土地所有者）

• 応募者所有地の隣接地の所有者が不明で、20年以上前に発生した火災の瓦礫が放置され、雑草繁茂や不法投
棄、強風・豪雨等に伴う近隣への悪影響が発生。

• 地域の防災性の向上、生活環境の向上等を図るため、当該所有者不明土地について、地域福利増進事業によ
る防災空地や地域の菜園（公園）等の整備・適正管理を検討。

第１次公募採択４件 （令和元年６月）

調査地域 応募主体 調 査 概 要

新潟県
粟島浦村

地方公共団体
• 令和元年６月に発生した山形県沖を震源とする地震を契機に、津波等を想定し、新たに高台に安全な避難場所の

確保が必要と認識されたことから、雑草が繁茂するなど、管理不全の状態となっている高台の所有者不明土地に
ついて、地域福利増進事業による防災空地の整備・適正管理を検討。

第２次公募採択１件 （令和元年８月）

調査地域 応募主体 調 査 概 要

山口県
山口市

地方公共団体
• 中心商店街における防災性の向上や賑わいの創出を目的とする狭隘道路の改善とあわせて隣接する所有者不

明土地について、広場の整備を検討。

第３次公募採択１件 （令和元年１１月）
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地整
用地部

九州地区所有者不明土地連携協議会

・市町村の用地業務の状況、支援ニーズ、意向等の把握・分析

・所有者不明土地法に関する施策・取組（土地収用法の特例、地域福利増進事業、所有者探索の円滑化、
長期相続登記等未了土地解消作業等）の情報共有等

・所有者不明土地問題の解決に向けた取組状況の情報共有
・地方公共団体の用地業務の円滑な遂行のための支援（相談窓口の設置、講習会、
講演会等の開催、アウトソーシング活用の検討）

九州地区所有者不明土地連携協議会

国土交通省
土地・建設産業局

九州地方整備局
用地部・建政部

協 力協 力

支 援

連絡調整

・弁護士会 ・司法書士会 ・行政書士会 ・土地家屋調査士会
・不動産鑑定士協会 ・補償コンサルタント協会

協力
団体

行
政
機
関

総

会
（
年
１
回
～
２
回
開
催
）

幹
事
会
（
年
２
～
３
回
開
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）

法務省民事局
九州地方
整備局

所
有
者
不
明
土
地
法
に
基
づ
く
地
方
公
共
団
体
へ
の
職
員
の
派
遣

連
携

所有者不明土地法の円滑な施行 ・ 用地業務のノウハウの提供

各県・各
政令市等

法務局連携 連携

市 町 村 等

連絡調整

平成３１年１月３０日設立

構成員 整備局、法務局、九州７県、３政令市、全市町村、関係士業団体の計２７４機関
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九州地区所有者不明⼟地連携協議会
令和元年度上半期活動報告

各会議・説明会等関係
１）第２回通常総会

⽇時 令和元年７⽉１９⽇（⾦）１３︓３０〜１５︓１０
場所 熊本県（熊本市中央区⽔前寺公園28-51 「ホテル熊本テルサ」）
議題 １．平成30年度活動結果報告

２．令和元年度活動計画（案）について
３．協議会規約の改正について
４．法務局における表題部所有者不明⼟地の解消作業について
５．九州地⽅整備局における⾃治体⽀援等について
６．各協⼒団体からの報告・意⾒表明等

出席者 １２０名
２）基調講演

⽇時 令和元年７⽉１９⽇（⾦）１５︓３０〜１６︓３０
場所 熊本県（熊本市中央区⽔前寺公園28-51 「ホテル熊本テルサ」）
講演者 弁護⼠法⼈ リブラ法律事務所 弁護⼠ 中村 多美⼦ ⽒

「所有者不明⼟地問題の解決にむけて〜弁護⼠の視点から」
出席者 １５０名 ７



令和元年度上半期活動報告
３）幹事会
［第１回］ 平成３１年４⽉１５⽇（⽉）

福岡市 「福岡第⼆合同庁舎共⽤第⼆・三会議室」
議題 ①平成３０年度活動報告について

②平成３１年度活動計画（案）について

［第２回］ 令和元年６⽉７⽇(⽊)
福岡市 「福岡県吉塚合同庁舎８階 801会議室」
議題 ①令和元年度活動計画（案）について

②所有者不明⼟地に関する取り組み等の紹介について（協⼒団体）
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令和元年度上半期活動報告

４）所有者不明⼟地法に関する説明会（説明者︓国⼟交通省⼟地・建設産業局企画課）

［南部地区］ 令和元年５⽉２３⽇（⽊）
⿅児島市 「かごしま県⺠交流センター中ホール」
説明者 国⼟交通省⼟地・建設産業局企画課
出席者 １００名

［北部地区］ 令和元年５⽉２４⽇（⾦）福岡市 「福岡県吉塚合同庁舎８０３会議室」
説明者 国⼟交通省⼟地・建設産業局企画課
出席者 ２３０名
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所有者不明土地法に基づく国交省職員の派遣について

背景・概要

＜所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法第４１条＞

地方公共団体の長は、地域福利増進事業等の実施の準備のためその職員に土地所有者等の探索に関する専門的な知
識を習得させる必要があるときは、国土交通省令で定めるところにより、国土交通大臣に対し、国土交通省の職員の派遣
を要請することができる。

 地方公共団体における公共事業等の実施の準備のため国交省職員が土地所有者等の探索の経験や所有者
不明土地法に基づく探索方法を踏まえ、具体的な探索方法、留意点等について助言等を行います。

 国交省職員の派遣期間については、日帰り～数日間とし、所掌事務又は業務の遂行に著しい支障のない限り、
適任と認める職員を派遣します。 （派遣する職員の旅費等は、地方公共団体の負担になります。）

地方公共団体の長

地方整備局長等
（用地部） 派遣職員所属部署

（用地部・事務所等）

①派遣要請①派遣要請

②派遣依頼②派遣依頼

③派遣通知③派遣通知

④派遣業務の実施④派遣業務の実施

派遣手続

 人口減少・高齢化の進展に伴う土地利用ニーズの低下や地方から都市等への人口移動を背景とした土地の所有意
識の希薄化等により所有者不明土地が全国に増加しており、所有者等の探索が困難

 地方公共団体においては、所有者の探索をはじめとする用地取得業務に関する専門的な知識を有する職員が不足
が課題

＜背景＞＜背景＞
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国土交通省職員派遣要請の流れ

地⽅公共団体

九州地⽅整備局⽤地部

Ⅰ 事前相談

① 事前相談
「職員派遣要請事前相談シート」の提出

Ⅱ 派遣要請

地⽅公共団体の⻑

九州地⽅整備局⻑

② 派遣要請
③ 派遣通知 ④ 職員の派遣「職員派遣要請書」の提出
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国土交通省職員派遣要請の流れ
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国土交通省職員派遣事例について

【事例の概要】

Ａ市より、事業用地に所有者の一部が不在（※）の土地があるため、所有者の探索の方法に
ついての技術的支援を求められた。
※旧土地台帳には、その所有者と思料される者と一文字違いの氏名が記載されており、その
者の名前では戸籍が存在し、その者の相続人は不在者１名・海外渡航者４名（住所不明）
であった。

【経 緯】
H31.2.15 Ａ市より活用希望の申出があり、調整を開始
H31.2.25 Ａ市より派遣要請（職員派遣要請書の提出）
H31.2.26 地方整備局より派遣通知をＡ市へ発出
H31.2.28 職員派遣（第１回）
H31.3.11 職員派遣（第２回）

【派遣の内容】
第１回（2時間30分）
これまでの探索の結果について説明を受けた後、追加調査（地籍調査票の調査）や法務局
への相談の必要性を助言

第２回（2時間）
追加調査（他の共有者への聞き取り調査等）の必要性のほか、想定される用地取得方法
（不在者財産管理人の選任、土地収用、共有持分分割請求）を助言

【派遣の成果】
助言を踏まえ、現在、財産管理人の選任手続を実施中

１２



１

国土交通省職員派遣事例について

１３

用地部を
クリック

所有者不明土地に関する情報をクリック

２

３

４

１ 九州地方整備局 HP
トップページ

２ トップページの下部
組織別一覧

クリック！
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